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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第152期 第153期 第154期 第155期 第156期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 41,914 41,408 34,519 32,693 36,195

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） △1,099 1,136 △1,049 △1,775 823

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △915 △227 △511 △6,989 672

包括利益 （百万円） － △326 △617 △6,499 1,132

純資産額 （百万円） 32,455 31,688 30,630 24,115 25,228

総資産額 （百万円） 70,517 63,905 62,296 57,756 56,736

１株当たり純資産額 （円） 368.74 360.04 348.00 274.11 286.77

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △10.40 △2.58 △5.82 △79.44 7.65

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 46.0 49.6 49.1 41.8 44.5

自己資本利益率 （％） △2.77 △0.71 △1.64 △25.54 2.73

株価収益率 （倍） － － － － 18.83

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 8,742 5,979 1,816 823 4,587

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,763 △3,217 △3,121 △4,494 △434

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,638 △4,864 △1,400 2,454 △763

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 9,573 7,467 4,762 3,557 6,961

従業員数 （人） 836 820 825 805 699

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第152期及び第153期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第154期及び第155期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第156期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５．第152期から第155期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第152期 第153期 第154期 第155期 第156期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 38,348 37,299 28,448 27,764 31,342

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） △1,042 1,069 △1,317 △1,971 493

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △826 △255 △706 △7,132 439

資本金 （百万円） 5,757 5,757 5,757 5,757 5,757

発行済株式総数 （千株） 89,227 89,227 89,227 89,227 89,227

純資産額 （百万円） 30,836 30,052 28,803 22,143 23,011

総資産額 （百万円） 67,665 60,919 58,133 54,623 53,222

１株当たり純資産額 （円） 350.48 341.58 327.38 251.69 261.57

１株当たり配当額

（円）

5 5 3 － －

（内１株当たり中間配当

額）
(3) (3) (3) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △9.39 △2.91 △8.03 △81.07 5.00

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 45.6 49.3 49.5 40.5 43.2

自己資本利益率 （％） △2.63 △0.84 △2.40 △28.00 1.95

株価収益率 （倍） － － － － 28.80

配当性向 （％） － － － － －

従業員数 （人） 666 666 655 632 533

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第152期及び第153期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第154期及び第155期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第156期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５．第152期から第155期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

６．第152期から第154期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

７．第155期及び第156期の配当性向については、無配であるため記載しておりません。
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２【沿革】

明治26年９月 創立者棚橋寅五郎は個人経営の棚橋製薬所を東京麻布において創業。

大正４年９月 株式会社組織に変更、社名を日本製錬㈱とする。

当時主要製品はクロム塩、珪酸ソーダ、硫酸アルミニウム。

大正13年12月 子会社東洋電気工業㈱を設立。黄燐、赤燐等の燐製品の製造を開始、親会社日本製錬㈱は順調

に発展。

昭和10年３月 小松川第二工場の建設により苛性カリの製造を始める。

昭和10年12月 明治40年７月創立の日本化学工業㈱を合併。

亀戸工場（顔料、バリウム塩）郡山工場（燐製品）の２工場を加える。

この合併後、亀戸工場のみを独立させ、再び日本化学工業㈱の社名を継承させる。

昭和16年12月 日本化学工業㈱が東洋電気工業㈱、日本硫曹㈱を合併、三春工場、西淀川工場とする。

昭和19年３月 日本化学工業㈱を再び合併し５工場を統合。社名を日本製錬㈱から現在の日本化学工業㈱に変

更。

昭和24年５月 当社株式を東京証券取引所に上場。

昭和24年６月 当社株式を大阪証券取引所に上場。

昭和24年７月 当社株式を新潟証券取引所（平成12年３月東京証券取引所に吸収合併）、名古屋証券取引所に

上場。

昭和25年３月 無機顔料製造販売の東邦顔料工業㈱（現・連結子会社）の株式を取得。

昭和25年４月 郡山工場に熔成燐肥製造設備を建設し、肥料部門を新設。三春工場で農薬の製造を開始。

昭和26年４月 当社株式を札幌証券取引所に上場。

昭和28年１月 村上工場を建設、熔成燐肥の製造開始。

昭和44年４月 旭電化工業㈱（現㈱ADEKA）との共同出資により鹿島臨海工業地帯に関東珪曹硝子㈱を設立。

昭和45年４月 愛知工場を建設、燐酸を製造開始。

昭和45年５月 森村商事㈱、Ｍ.＆Ｔ．Chemicals社（米国）と共同出資により愛知県幸田に日本エムアンド

ティー㈱（平成３年３月日本エムアンドティー・ハーショウ㈱に社名変更）を設立。

昭和46年８月 徳山工場を建設、クロム塩を製造開始。

昭和48年５月 同和鉱業㈱（現DOWAホールディングス㈱）との共同出資によりバリウム塩製造のバライト工業

㈱を設立。

昭和60年12月 三井東圧化学㈱（現三井化学㈱）、ラサ工業㈱との共同出資により湿式精製燐酸製造の協同燐

酸㈲を設立。

平成２年３月 村上工場を閉鎖。

平成３年３月 電子計算事業の㈱ニッカシステム（現・連結子会社）を設立。

平成３年４月 環境に関する測定、証明事業の㈱日本化学環境センター（現・連結子会社）を設立。

平成４年８月 富士化学㈱との共同出資により珪酸ソーダ製造の京葉ケミカル㈱を設立。

平成４年10月 郡山工場、三春工場を統合し福島工場とする。旧郡山工場を福島工場第一工場、旧三春工場を

福島工場第二工場と改称。

平成６年２月 日進ケムコ㈱との共同出資により亜酸化銅製造のエヌシー・テック㈱を設立。

平成６年４月 空調設備機器設計施工販売の日本ピュアテック㈱（現・連結子会社）を設立。

平成６年10月 産業廃棄物処理並びにリサイクル事業の日本クリアテック㈱を設立。

平成６年12月 亀戸工場を閉鎖。

平成７年７月 日本エムアンドティー・ハーショウ㈱の全株式を売却。

平成８年２月 米国にJCI USA Inc.を設立。

平成９年３月 日商岩井㈱（現双日㈱）、澄江燐業化工鳳麓有限責任公司（中国）、澄江県水電開発公司（中

国）、香港時興投資有限公司（香港）との共同出資により中国に黄燐製造の雲南盤橋燐電有限

公司を設立。

平成12年６月 福島工場を組織分割し、旧福島工場第一工場を福島第一工場、旧福島工場第二工場を福島第二

工場と改称。

平成14年12月 名古屋証券取引所、札幌証券取引所上場廃止。

平成15年４月 大阪証券取引所上場廃止。

平成16年３月 バライト工業㈱を清算結了。

平成16年６月 岩谷産業㈱他との共同出資により中国に電材用バリウム塩の製造販売の日化（成都）電材有限

公司を設立。

平成17年２月 協同燐酸㈲を清算結了。

平成18年11月 日本ピュアテック㈱が空調設備機器の設計施工及び販売のジャパンルーワ㈱（平成22年11月ル

フトテクノ㈱に社名変更）の全株式を取得。
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平成22年８月

平成23年９月

平成24年10月

平成24年12月

平成26年４月

中国に捷希艾(上海)貿易有限公司を設立。

西淀川工場を閉鎖。

日本ピュアテック㈱がルフトテクノ㈱を吸収合併。

日本電工㈱のクロム塩事業を譲受。

日本クリアテック㈱を吸収合併。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社８社及び関連会社７社で構成され、化学品及び機能品の製造、仕入、販売を主な内

容とし、その他に不動産賃貸等の事業を行っております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは次の通りであります。

　なお、次の３部門は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等 （1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメ

ント情報の区分と同一であります。

 

化学品事業……　　当社が製造し、当社、子会社JCI USA INC.、捷希艾（上海）貿易有限公司が販売するほか、子

会社東邦顔料工業㈱、関連会社関東珪曹硝子㈱、京葉ケミカル㈱、エヌシー・テック㈱が製造販

売しており、一部を当社で仕入れて販売しております。

また、子会社日本クリアテック㈱が当社製品のユーザーから発生する産業廃棄物の処理及びリ

サイクルの受託をし、当社で処理しております。

　なお、原材料の一部については、子会社JCI USA INC.、捷希艾（上海）貿易有限公司、関連会

社関東珪曹硝子㈱、シンライ化成㈱、雲南盤橋燐電有限公司から仕入れております。

機能品事業……　　当社が製造し、当社、子会社JCI USA INC.、捷希艾（上海）貿易有限公司、関連会社シンライ

化成㈱が販売しております。

　　　　　　　　　また、子会社日化（成都）電材有限公司が、製造販売しております。

なお、原材料の一部については、子会社JCI USA INC.、日化（成都）電材有限公司、捷希艾

（上海）貿易有限公司、関連会社シンライ化成㈱から仕入れております。

 

賃貸事業………　　当社が不動産を賃貸している他、子会社㈱ニッカシステムが当社の不動産賃貸事業に係る不動

産管理及びコンサルティングを行っております。

その他…………　　子会社㈱ニッカシステムが書籍等の販売、子会社㈱日本化学環境センターが環境測定、当社の

電子材料の原材料、製品等の分析業務、子会社日本ピュアテック㈱がケミカルフィルタの製造販

売、空調設備機器の設計施工及び販売を行っております。
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　以上の述べた事項を事業系統図で示すと次の通りであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

東邦顔料工業㈱ 東京都板橋区 96 化学品 100

当社が製品を仕入販売している。また、

当社製品を販売している。

役員の兼任あり。資金援助あり。

土地、建物を賃貸している。

㈱日本化学環境

センター
福島県郡山市 10 その他 100

当社製品等の分析等を同社に依頼してい

る。役員の兼任あり。

土地、建物を賃貸している。

㈱ニッカシステム 東京都江東区 10
賃貸

その他
100

同社に不動産管理及びコンサルティング

を依頼している。

役員の兼任あり。資金援助あり。

建物等を賃貸している。

日本ピュアテック

㈱
東京都千代田区 20 その他 100

当社製品を販売している。

役員の兼任あり。

建物等を賃貸している。

日本クリアテック

㈱
東京都江東区 10 化学品 100

当社製品を販売している。

役員の兼任あり。

（持分法適用関連会社）

関東珪曹硝子㈱ 茨城県神栖市 172 化学品 45

当社が製品を原料として購入している

他、仕入販売をしている。また、当社製

品を販売している。

役員の兼任あり。

京葉ケミカル㈱ 千葉県船橋市 200 化学品 50

当社が製品を原料として購入している

他、仕入販売をしている。また、当社製

品を販売している。

役員の兼任あり。

エヌシー・テック

㈱

新潟県北蒲原郡

聖籠町
100 化学品 50

当社が製品を仕入販売している。

役員の兼任あり。資金援助あり。

(注)１．特定子会社に該当する会社はありません。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

４．連結子会社である日本クリアテック㈱は、平成26年４月１日付で当社が吸収合併しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

化学品事業 211  

機能品事業 277  

賃貸事業 －  

報告セグメント計 488  

その他 146  

全社（共通） 65  

合計 699  

(注)１．従業員数は就業人員で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、主として管理部門に所属しているものであります。

３．賃貸事業につきましては、その他及び全社（共通）の従業員が兼務しております。

　４．当連結会計年度において、従業員数が前連結会計年度末805人から106人減少しております。その主な理由は、前

連結会計年度において当社が実施しました希望退職制度により、78人退職したことによるものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成26年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（百万円）

533 　　　39.2 　　　　　17.4 4.9

 

セグメントの名称 従業員数（人）

化学品事業 191  

機能品事業 277  

賃貸事業 －  

報告セグメント計 468  

その他 －  

全社（共通） 65  

合計 533  

(注)１．従業員数は就業人員で記載しております。

２．平均年間給与は税込で、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、主として管理部門に所属しているものであります。

４．賃貸事業につきましては、全社（共通）の従業員が兼務しております。

　５．当事業年度において、従業員数が前事業年度末632人から99人減少しております。その主な理由は、前事業年度

において当社が実施しました希望退職制度により、78人退職したことによるものであります。

 

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は日本化学工業労働組合と称し、本社及び工場ごとに支部が置かれ、平成26年３月31日現在の組

合員数は473名で上部団体の日本化学エネルギー産業労働組合連合会に所属しております。

　会社と組合との間は円滑であり、労使協議機関として労使協議会を定期的に開催しております。

　その他特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度のわが国経済は、政府の経済対策、日銀の金融政策への期待感から円安・株高が進行し、雇用

情勢や個人消費にも持ち直しの動きがみられ、緩やかな回復基調で推移しましたが、輸入原材料の価格上昇や中

国経済の成長鈍化、新興国の景気減速などにより、厳しい状況が続きました。

このような状況のもとで当社グループは、業績の回復と事業基盤の安定化を目標とし、徹底したコスト削減や

販売価格の引き上げなどを中心に収益構造の改善に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は361億9千5百万円（前年同期比35億2百万円増）となり、経常利益は8億2

千3百万円（前年同期は経常損失17億7千5百万円）となりました。

この経常利益に固定資産売却益3億7千9百万円、投資有価証券売却益1億3百万円の特別利益合計4億8千3百万円

を加え、固定資産除却損1億2百万円、減損損失7千5百万円等の特別損失合計1億9千2百万円及び法人税等2億6千5

百万円を差引き、更に法人税等調整額1億7千6百万円を計上した結果、当期純利益は6億7千2百万円（前年同期は

当期純損失69億8千9百万円）となりました。

セグメントの業績は次の通りであります。

 

（化学品事業）

化学品事業では、クロム製品は鉄鋼・めっき業界に需要回復の兆しが見られ、また事業譲受による新規の得意

先も増えた結果、売上高は増加しました。燐製品は液晶・半導体業界に底入れ感が出て来たものの、電池関連及

び光学機器向けは低迷が続き、売上高は減少しました。シリカ製品は紙パルプ業界向けは低調に推移したもの

の、土木関連事業向けが回復基調になりつつあり、また新たに環境関連向けが始まったことから、売上高は増加

しました。この結果、化学品事業の売上高は、179億1千8百万円（前年同期比17億5千4百万円増）となり、セグ

メント利益は5億6千3百万円（前年同期はセグメント損失3億5百万円）となりました。

 

（機能品事業）

機能品事業では、医薬中間体は輸出が伸び、売上高は増加しました。農薬は国内外ともに順調に推移し、売上

高は増加しました。ホスフィン及びホスフィン誘導体は海外ユーザー向けが好調に推移し、売上高は増加しまし

た。バリウム製品は新規に液晶ガラス向け製品が伸び、売上高は増加しました。リチウムイオン電池用正極材料

はスマートフォン向けの新グレードが伸び、売上高は増加しました。電子セラミック材料は上期に電子材料部品

の小型化と出荷の不振の影響はあったものの、下期には回復基調となり、売上高は増加しました。回路材料はパ

ネル業界全体の不振の影響を受け、売上高は減少しました。

利益面につきましては、収益構造改善の成果は継続して上がっているものの、輸入原材料価格の高騰等により

損失の減少に止まりました。

この結果、機能品事業の売上高は、134億4千6百万円（前年同期比18億8千3百万円増）となり、セグメント損

失は3億3千8百万円（前年同期はセグメント損失16億3千万円）となりました。

 

（賃貸事業）

賃貸事業については、ほぼ横這いに推移しました。この結果、賃貸事業の売上高は5億9百万円（前年同期比3

百万円減）となり、セグメント利益は3億2千4百万円（同6百万円増）となりました。

 

（その他）

空調関連事業については、横這いに推移しました。書店については、業界の動向を反映して減少しました。こ

の結果、報告セグメントに含まれない事業セグメントの売上高は43億2千万円（同1億3千3百万円減）となり、セ

グメント利益は2億8千5百万円（同8千3百万円増）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは45億8千7百万円の収入となり、投資活動によるキャッ

シュ・フローは4億3千4百万円の支出となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローと配当金を減算したフリーキャッ

シュ・フローは、41億5千2百万円の収入となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは7億6千3百万円の支出となり、これらの結果、現金及び現金同等物の期

末残高は、69億6千1百万円（前年同期比34億3百万円増）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は45億8千7百万円の収入（同37億6千3百万円増）となりました。これは主に、税

金等調整前当期純利益11億1千4百万円、減価償却費29億3千2百万円、売上債権の減少額4億3千9百万円、たな卸

資産の減少額16億4千9百万円、仕入債務の減少額11億6千5百万円を加減したことによるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は4億3千4百万円の支出（同40億6千万円減）となりました。これは主に、固定資

産の取得による支出等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、7億6千3百万円の支出（前年同期は24億5千4百万円の収入）となりました。

これは主に、ファイナンス・リース債務の返済による支出等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

前年同期比（％）

化学品事業（百万円） 12,589 108.4

機能品事業（百万円） 12,479 114.0

賃貸事業（百万円） － －

　報告セグメント計（百万円） 25,068 111.1

その他（百万円） 2,608 99.3

合計（百万円） 27,676 109.9

(注)１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替後の数値によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）商品仕入実績

　　当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

前年同期比（％）

化学品事業（百万円） 4,370 100.6

機能品事業（百万円） 233 212.9

賃貸事業（百万円） － －

　報告セグメント計（百万円） 4,604 103.4

その他（百万円） 1,045 96.5

合計（百万円） 5,650 102.0

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）受注状況

　　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

化学品事業 － － － －

機能品事業 － － － －

賃貸事業 － － － －

報告セグメント計 － － － －

その他 4,229 148.8 1,942 203.6

合計 4,229 148.8 1,942 203.6

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(4）販売実績

　　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

前年同期比（％）

化学品事業（百万円） 17,918 110.9

機能品事業（百万円） 13,446 116.3

賃貸事業（百万円） 509 99.4

　報告セグメント計（百万円） 31,874 112.9

その他（百万円） 4,320 97.0

合計（百万円） 36,195 110.7

(注)１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであり

ま　　す。

相手先

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

小西安㈱ 5,933 18.2 6,183 17.1

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

次年度につきましては、４月からの消費税増税による個人消費への影響や、原材料価格の上昇懸念など、今後も厳

しい事業環境が続くものと予想されます。

このような状況のもと、当社グループは黒字体質を安定的に維持するため、徹底したコスト削減、販売の強化、新

製品開発に積極的に取り組み、更なる収益構造の強化に努めてまいります。

次年度は以下３点を重点項目として、鋭意取り組んでまいります。

　(1)「選択と集中」の推進

低採算製品群の撤退検証と遊休拠点活用及び関係会社のあり方を検討

　(2)販売戦略の実践

顧客とのリレーション強化と材料費高騰に伴う価格転嫁の同期化実施及び材料開発顧客との連携強化による新

規開発製品の早期立ち上げ

　(3)コスト削減の更なる追求

前中期経営計画に実施した人件費圧縮や減損効果の具現化と経費削減及び管理体制の再構築

 

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性があると考えられる主な事項について記載しております。当社グループは、これらの事項に係るリスクが発

生する可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。

　本項において、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断し

たものであります。

(1）特定の取引先、製品、原材料、技術等について

　当社グループは、鉄鋼、土木、顔料、洗剤、電子材料等々の多くの業界向けに素材を供給しており、当期の売

上高は、化学品事業が約49％、機能品事業が約37％、賃貸事業が約2％、その他が約12％の構成になっておりま

す。売上高、利益の水準は機能品事業の動向に強く影響を受けます。化学品事業についても電子材料関連の業界

動向に影響されるものもあり、この業界の動向が、当社グループの損益に大きな影響を与えております。

　電子材料関連製品は、世界的な需要動向に左右されるうえ、成長期と低迷期の差が著しいため、供給拡大局面

等では、増産設備投資を求められますが、投資面の資金負担が重く、そのタイミングが難しい等の事業リスクが

あります。また、技術の革新により供給する製品の質的な向上を常に求められており、その技術開発のスピード

を早めていかなければなりません。

　機能品事業の医薬中間体、農薬原体は、殆どが特定のユーザーとの取引であります。

　また、当社グループの使用する原材料について、燐製品の原料である黄燐価格は、一時の急騰は沈静化したも

のの不安定な状態が続いております。また、リチウムイオン電池用正極材料の原料であるコバルト化合物の価格

は、コバルト地金の国際相場に連動するため、価格の急騰の恐れがあります。

 

(2）特有の法的規制等について

　当社グループは、化学工業薬品の製造及び販売を主たる事業としており、各種の法的規制を受けております。
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５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

 

６【研究開発活動】

当連結会計年度における研究開発活動は、電子・電池材料、高機能性無機・有機化学品などの分野について、基

礎的研究、知的財産の確保、環境配慮型新規プロセス開発及び新製品新グレード開発にいたる一貫した研究の工業

化を主な内容としております。加えて中国・上海交通大学に共同研究センターを設置するなど国内外の大学研究機

関との連携を積極的に活用し、オープンイノベーションによる新規事業の開発を行っております。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、13億3千8百万円となっております。

 

主な研究開発活動

（化学品事業）

化学品事業では、優位な技術を活用して、各種のシリカ製品、リン製品、クロム製品、バリウム製品、リチウム

製品などユーザーニーズに対応する各種機能を付与した製品の開発や基礎研究を進めております。シリカ製品関係

では、触媒や吸着剤に使用されるメソポーラスシリカやゼオライトなどの開発を進めております。リン製品では高

機能性を有する各種のリン酸塩、電子工業向けの高純度薬品などの開発を行っております。クロム製品では、三価

クロム塩を用いためっきプロセスの開発を行っております。

なお、当連結会計年度の化学品事業に係わる研究開発費は、2億3千2百万円となっております。

 

（機能品事業）

　電子セラミック材料関係では、積層コンデンサー材料のチタン酸バリウムを中心に小型軽量化、高機能化が進む

電子部品の要望に応えるべく、高性能な誘電、圧電材料の開発を進めております。電池材料関係では、リチウムイ

オン二次電池の正極材料のコバルト酸リチウムを中心に、電池業界のニーズに対応した開発を継続して行っており

ます。また、フラットパネルディスプレイを始め新たな用途に使用する異方性導電材としての機能を有する金属被

覆粉体の開発を継続して行っております。そのほか導電性ペースト、熱電変換素子の開発も行っております。

有機化学品関係では、新しい有機材料の研究開発に積極的に取り組んでおります。ホスフィンガスを出発原料と

するアルキルホスフィン誘導体、不斉水添反応に用いられるキラルホスフィンリガンド、光学活性な医薬中間体、

抗生物質中間体、機能性高分子材料のほか、帯電防止剤、リチウムイオン二次電池用難燃剤等の機能性材料の開発

を進めており、今後の市場拡大が期待されます。

なお、当連結会計年度の機能品事業に係わる研究開発費は、10億9千8百万円となっております。

 

（賃貸事業）

　該当事項はありません。

 

（その他）

空調関連事業では、主力製品の一つに半導体製造設備用のケミカルフィルターがあります。半導体製造技術の進

歩に伴い、これらケミカルフィルターに求められる性能も益々高度化してきており、この要求に満足しうる材料や

システムの開発を継続して行っております。

なお、当連結会計年度の報告セグメントに含まれない事業セグメントに係わる研究開発費は、7百万円となって

おります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。

連結財務諸表の作成に際しては、経営者による会計方針の選択と適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額

に影響を与える見積りを必要とします。特に、有価証券、貸倒引当金、退職給付引当金等の重要な会計方針の選

択と適用及びその見積りが連結財務諸表に重要な影響を与えています。これらの見積りにあたっては、過去の実

績や状況等を勘案し合理的な判断を行っていますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の報告金額は見積

りと異なる場合があります。

 

(2）財政状態の分析

①資産

（流動資産）

　当連結会計年度末の流動資産の残高は239億9百万円（前年同期比15億6千9百万円増）となりました。これは主

に、現金及び預金が34億3百万円増加、受取手形及び売掛金が2億9千7百万円減少、商品及び製品が10億5千7百万円

減少、仕掛品が3億3千3百万円減少、原材料及び貯蔵品が2億5千8百万円減少したことによるものであります。

（固定資産）

　当連結会計年度末の固定資産の残高は328億2千6百万円（同25億8千9百万円減）となりました。これは主に、有

形固定資産が26億1千5百万円減少、無形固定資産が4億5千3百万円減少、投資有価証券が6億7千5百万円増加したこ

とによるものであります。

②負債

（流動負債）

　当連結会計年度末の流動負債の残高は182億1千6百万円（同4億5千1百万円増）となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金が11億6千4百万円減少、短期借入金が15億9百万円増加、工場跡地整備費用引当金が固定負債から

の振替により10億5千3百万円増加したことによるものであります。

（固定負債）

　当連結会計年度末の固定負債の残高は132億9千1百万円（同25億8千3百万円減）となりました。これは主に、長

期借入金が15億円減少、リース債務が8億1百万円減少したことによるものであります。

③純資産

　当連結会計年度末の純資産の残高は252億2千8百万円（同11億1千2百万円増）となり、自己資本比率は44.5%と

2.7%増加しました。

（株主資本）

　利益剰余金は、当期純利益の計上等により162億2千5百万円（同6億7千2百万円増）となりました。

（その他の包括利益累計額）

　その他有価証券評価差額金は、投資有価証券の時価評価に伴い13億3千5百万円（同4億2千7百万円増）となりま

した。

 

(3）経営成績の分析

　　当連結会計年度の売上高は361億9千5百万円（前年同期比35億2百万円増）、経常利益は8億2千3百万円（前年同

　期は経常損失17億7千5百万円）となりました。これは主に、当社グループを挙げて売上の拡大及び経費削減に努

　め、収益構造の改善に取り組んだことによるものであります。なお、セグメント別の売上高については「第２ 事

　業の状況 １ 業績等の概要 (1)業績」に記載しております。

 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因

　　経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク (1)特定の取引先、製

　品、原材料、技術等について」に記載しております。

 

(5）キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フ

ロー」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グル－プは、化学品事業、機能品事業を中心に8億9千5百万円（消費税等は含みません）の設備投資を実施

しました。

　化学品事業では4億6千2百万円、機能品事業では3億1千5百万円の設備投資を実施しました。

　なお、賃貸事業及びその他に区分された事業セグメントについては、重要な設備投資はありません。
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２【主要な設備の状況】

　　当社グループにおける主要な設備は、次の通りであります。

(1）提出会社

平成26年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物
及び構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

福島第一工場

（福島県郡山市）
機能品

電子材料製品

バリウム塩
1,909 177

96

(66,123)
1,575 55 3,815 123

福島第二工場

（福島県田村郡三春町）

化学品及び

機能品

燐製品

農薬
1,060 131

596

(169,604)
824 204 2,817 101

愛知工場

（愛知県知多郡武豊町）
化学品 燐製品 3,081 105

926

(174,217)
1,152 81 5,347 85

徳山工場

（山口県周南市）

化学品及び

機能品
クロム製品 1,376 93

1,654

(100,112)
1,140 98 4,363 80

イオンタウン郡山

（福島県郡山市）
賃貸 商業用店舗 1,213 －

97

(125,515)
－ － 1,310 －

本社

（東京都江東区）
全セグメント

全般的管理

業務
338 0

136

(9,999)
0 51 526 70

研究所

（東京都江東区）

化学品及び

機能品
基礎応用研究 1,508 0

－

(－)
2 220 1,731 70

物流センター

（千葉県船橋市）

化学品、

機能品及び

その他

物流倉庫 122 0
2,991

(6,612)
－ 0 3,114 4

(注)１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品と建設仮勘定であります。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．「イオンタウン郡山」は、当社グループ以外の企業に賃貸しております。

(2）国内子会社

平成26年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物
及び構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

東邦顔料工業㈱

本社・工場

(東京都板

橋区)

化学品 無機顔料 26 11
28

(1,952)
－ 3 69 17

㈱日本化学環境

センター

本社

(福島県郡

山市)

その他 環境測定 0 －
－

(－)
6 84 91 47

日本ピュアテッ

ク㈱

工場

(三重県四

日市)

その他
空調設備機

器設計施工
82 0

264

(15,756)
－ 10 356 9

(注)帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品と建設仮勘定であります。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

 

(3）在外子会社

　在外子会社には、主要な設備はないため記載を省略しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　 該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成26年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成26年６月26日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 89,227,755 89,227,755
㈱東京証券取引所

 市場第一部

単元株式数

1,000株

計 89,227,755 89,227,755 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
(株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高(百万円)

平成17年３月31日

（注)
3,206,400 89,227,755 452 5,757 448 2,267

(注)上記の増加は、転換社債の株式転換（平成16年４月１日～平成17年３月31日）によるものであります。

 

(6)【所有者別状況】

平成26年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 31 48 150 65 1 9,275 9,571 －

所有株式数（単元） 15 21,501 2,933 10,235 5,415 17 48,882 88,998 229,755

所有株式数の割合

（％）
0.02 24.16 3.30 11.50 6.08 0.02 54.92 100.00 －

(注)自己株式 1,253,400株は、「個人その他」に 1,253単元、及び「単元未満株式の状況」に 400 株を含めて記載し

ております。
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(7)【大株主の状況】

  平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８－１１ 5,585 6.26

日本化学工業取引先持株会 東京都江東区亀戸九丁目１１－１ 5,335 5.98

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１－１

（東京都中央区晴海一丁目８－１２）
3,537 3.96

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目４－５

（東京都港区浜松町二丁目１１－３）
3,000 3.36

 CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE

PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク銀行株

式会社）

6300 Bee Cave Road,Building

One,Austin,TX 78746,USA

（東京都品川区東品川二丁目３－１４）

2,525 2.83

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社
東京都港区浜松町二丁目１１－３ 1,932 2.17

小西安株式会社 東京都中央区日本橋本町二丁目６－３ 1,825 2.05

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１－２ 1,375 1.54

あいおいニッセイ同和損害保険株式

会社

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

東京都渋谷区恵比寿一丁目２８－１

（東京都港区浜松町二丁目１１－３）
1,185 1.33

日本化学工業従業員持株会 東京都江東区亀戸九丁目１１－１ 1,045 1.17

計 ────── 27,344 30.65

(注)１．上記銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は、次の通りであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　　 5,585千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　　　1,932千株

　　２．上記のほか、自己株式が1,253千株あります。
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(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 1,253,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　87,745,000 87,745 －

単元未満株式 普通株式 　 229,755 － 　　　　 　－

発行済株式総数 　　　　　89,227,755 － －

総株主の議決権 － 87,745 －

(注)「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本化学工業

株式会社

東京都江東区亀戸

九丁目１１番１号
1,253,000 － 1,253,000 1.40

計 － 1,253,000 － 1,253,000 1.40

 

(9)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（1）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（2）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 3,580 0

当期間における取得自己株式 200 0

(注)当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

 

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（　────　）
－ － － －

保有自己株式数 1,253,400 － 1,253,600 －

(注)当期間における保有自己株式には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及

び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主重視の基本方針の下、安定的かつ継続して配当を行うことを経営上重要な施策の一つとして位置づ

けております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、事業環境が依然として不透明であり、財務体質の健全性をより確実なものと

するため、誠に遺憾ではありますが無配といたしました。

 当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質

権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる。」旨を定款で定めております。

 

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第152期 第153期 第154期 第155期 第156期

決算年月 平成22年３月 23年３月 24年３月 25年３月 26年３月

最高（円） 353 253 192 144 192

最低（円） 158 115 118 93 106

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年10月 25年11月 25年12月 26年１月 26年２月 26年３月

最高（円） 178 171 146 153 146 148

最低（円） 147 142 131 136 122 135

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役会

長
 棚橋　純一 昭和23年５月７日生

 
昭和50年７月 ベルシコール・ケミカル・コー

ポレーション入社（米国）

昭和56年４月 当社入社

昭和58年５月 同　薬品本部付部長

昭和59年７月 同　取締役薬品管理部長

昭和60年９月 同　取締役企画調査部長

昭和61年７月 同　常務取締役

昭和62年10月 同　常務取締役営業本部長

平成元年６月 同　代表取締役社長

平成３年６月 バライト工業㈱代表取締役

平成３年６月 京葉ケミカル㈱代表取締役（現

任）

平成11年５月 当社代表取締役社長兼研究開発

本部長

平成11年６月 同　代表取締役社長兼ＴＱＭ推

進本部長

平成12年６月 同　代表取締役社長

平成16年１月 同　代表取締役兼代表執行役員

社長

平成17年４月 同　代表取締役会長（現任）
 

(注)５ 301

代表取締役社

長
経営会議議長 鈴木　義博 昭和24年11月８日生

 
昭和47年４月 当社入社

平成15年12月 同　経営企画部長兼ＩＲ室付

平成19年７月 同　執行役員兼事業推進本部長

兼経営企画室長

平成19年９月 同　執行役員兼事業推進本部長

兼総務人事部長

平成20年６月 同　取締役兼執行役員兼事業推

進本部長兼総務人事部長兼ＩＲ

広報室長、経営企画室・業務監

査室担当

平成21年７月 同　取締役（事業推進本部管掌）

平成22年６月 同　取締役兼常務執行役員兼事

業推進本部担当兼営業本部担当

平成24年４月 同　代表取締役社長（現任）
 

(注)５ 82

取締役

兼専務執行役

員

 
経営企画室、

事業推進本部

及び営業本部

担当

 

棚橋　洋太 昭和51年３月13日生

 
平成19年２月 当社入社

平成20年６月 同　有機事業本部付部長

平成21年７月 同　営業本部副本部長

平成23年４月 同　執行役員兼経営企画室長

平成24年６月

 
平成24年６月

 
平成26年４月

 

 

同　取締役兼常務執行役員兼営

業本部長

エヌシー・テック㈱代表取締役

（現任）

当社取締役兼専務執行役員兼経

営企画室、事業推進本部及び営

業本部担当（現任）
 

(注)５ 19
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

兼常務執行役

員

 

生産技術本部

及び研究開発

本部担当

山崎　信幸 昭和24年６月14日生

 
昭和48年４月 当社入社

平成12年６月 同　電材研究部長兼電池材料グ

ループマネジャー

平成16年１月 同　有機研究部長

平成18年６月 同　有機事業本部副本部長兼有

機研究部長

平成19年６月 同　執行役員兼有機事業本部長

兼有機研究部長

平成20年６月 同　取締役兼執行役員兼有機事

業本部長兼有機研究部長

平成21年７月 同　取締役（生産技術本部管

掌）

平成22年６月 同　取締役兼執行役員兼電池事

業開発担当

平成24年６月

 
平成26年４月

 

同　取締役兼常務執行役員兼研

究開発本部長兼無機研究一部長

同　取締役兼常務執行役員兼生

産技術本部及び研究開発本部担

当（現任）
 

(注)５ 55

取締役

兼執行役員

 
生産技術本部

長

 

木下　真之 昭和26年12月26日生

 
昭和49年４月 当社入社

平成17年３月 同　福島第一工場長

平成19年７月 同　電材事業本部副本部長兼福

島第一工場長

平成21年７月 同　執行役員兼研究開発本部長

平成22年６月 同　取締役兼執行役員兼研究開

発本部長

平成22年10月 同　取締役兼執行役員兼研究開

発本部長兼無機研究一部長

平成24年６月 同　取締役兼執行役員兼生産技

術本部長（現任）
 

(注)５ 30

取締役

兼執行役員

事業推進本部

長
江口　幸夫 昭和29年８月５日生

 
昭和53年４月 当社入社

平成19年９月 同　化学品事業本部業務管理部

長

平成20年５月 同　西淀川工場長

平成23年10月

平成25年２月

 
平成25年10月

同　総務人事部長

同　執行役員兼事業推進本部長

兼総務人事部長

同　執行役員兼事業推進本部長

平成26年６月 同　取締役兼執行役員兼事業推

進本部長（現任）
 

(注)５ 32

常勤監査役  相澤　朋夫 昭和29年10月31日生

 
昭和53年４月 当社入社

平成21年７月 同　事業推進本部経理部長兼経

理部財務グループマネジャー

平成21年10月 同　事業推進本部経理部長

平成24年６月 同　常勤監査役（現任）
 

(注)３ 7

監査役  谷　正之 昭和18年３月６日生

 
昭和46年４月 弁護士登録　東京弁護士会入会

昭和53年１月 谷正之法律事務所代表

平成５年２月 銀座シティ法律事務所パートナー

平成17年３月 谷正之法律事務所代表（現任）

平成23年６月 当社監査役（現任）
 

(注)２ －

監査役  剱持　健 昭和54年６月13日生

 
平成15年10月 中央青山監査法人京都事務所

（現京都監査法人）入所

平成19年３月 公認会計士登録

平成24年６月 京都監査法人退所

剱持健公認会計士事務所代表

（現任）

平成25年６月 当社監査役（現任）
 

(注)４ －

 計  526
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(注)１．監査役谷正之及び剱持健は、社外監査役であります。

   ２．平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

   ３．平成24年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

   ４．平成25年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

   ５．平成26年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　６．当社では、意思決定・監督と執行を分離し、経営の透明性・公正性向上を図るため、執行役員制度を導入してお

ります。

　　７．取締役兼専務執行役員棚橋洋太は代表取締役会長棚橋純一の実子であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、『如何なる市場環境変化の時代においても、高収益体質企業を実現させ、長年蓄積してきた「人と技

術」を通して、高品質の製品とサービスを提供し、価値創造企業へ向けて更なる挑戦を行う。』との経営の基本

方針を実現し、株主利益に根差したコーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題の一つとして捉え、経営監督

機能を充実するための各種施策を実施するとともに、会社情報の適時適切な開示、企業倫理向上及び法令遵守等

のコンプライアンス強化に努めていきます。

 

①企業統治の体制の概要等

　当社の企業統治体制の概要等につきましては、以下の通りであります。当社は化学という専門性の高い分野で、

業界を熟知した少人数による効率の高い経営を目指していることから、このような体制を採用しております。

イ.取締役会

取締役会は取締役６名で構成しており、社外取締役は選任しておりません。会議は迅速な経営判断を目的

に定例取締役会を開催しており、その他必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会へは、法

令及び定款に定められた事項、その他経営に関する重要事項として取締役会規則に規定された事項はすべて

付議され、また、業績進捗に関しても適宜報告され議論されております。

ロ.監査役会

当社は監査役設置会社であり、常勤監査役１名と非常勤監査役２名で構成しており、透明性確保の観点か

ら２名は社外監査役であります。監査役は、取締役会及び経営会議への出席、必要に応じて取締役からの業

務執行状況の聴取、並びに定期的な各部門の監査を実施し、経営に対して監視・監査を行っております。

 

ハ.経営会議

経営会議は取締役及び執行役員９名で構成しており、各部門の業務執行の重要事項を決議しております。

意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図り、原則として毎週１回開催しております。また意思決定・監督

を担う取締役の機能と業務執行を担う執行役員の機能を分離し、両機能の責任を明確にして、経営の透明

性・公正性向上を図り、会社経営の健全性に努めております。

ニ.業務監査室

業務監査室は室員１名で構成しており、監査業務の更なる向上を図るため、経営会議の直属組織として設

けております。監査役と連携をとり、社内各組織の業務監査を行い、その結果をスピーディーに経営会議に

反映させるため、活動しております。

ホ.その他の会議体

当社では、法令・諸規則遵守の一段の強化を図ることを目的に、「倫理委員会」を設置しております。倫

理委員会は部門の長が担当し、企業倫理、コンプライアンス状況の確認・検討を行っております。また、製

品の開発・製造・流通・使用・最終消費・廃棄に至るまでの全段階において、環境の保全と安全の確保に配

慮し、持続可能な社会と環境の実現を目指すべく「ＲＣ委員会」を設置しております。ＲＣ委員会は各部門

の長が担当し、環境・安全・健康面の対策を実行し、改善を図っております。
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ヘ.業務執行・経営の監視の仕組み

 日本化学グループにおける内部統制システム
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ト.内部統制の仕組み

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保

するための体制

ａ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役は「企業理念」、「日本化学社員行動指針」に則り、日本化学グループ全体における企業倫理の遵守

及び浸透を率先垂範して行う。さらに監査役は取締役からの報告を通じ、適合性を確認する。

ｂ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役は職務の執行に係る情報を、善管注意義務を持って文書または電磁的方法により記録保管する。

ｃ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・「リスク管理規定」を制定し、リスクを種類別に分け、各部・室にて各々の規定・マニュアルにより推進す

る。

ｄ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・意思決定、監督を担う取締役の機能と業務執行を担う執行役員の機能を分離し、両機能の責任を明確にし

て、経営の透明性向上を図り、会社経営の健全性に努める。

ｅ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・従業員には「日本化学社員行動指針」を配り、法令を遵守するよう強く訴える。さらに業務監査室は、業務

監査を通じて、改善、指導等の意見をまとめ経営会議に報告し、是正する。

ｆ　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・経営企画室は、関係会社の監査を行い、その監査結果を業務監査室及び監査役に報告し、疑義ある場合は、

業務監査室、監査役は改めて監査を行い、その結果を経営会議に報告し、是正する。

ｇ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその

使用人の取締役からの独立性に関する事項

・業務監査室員が対応し、職務執行に当たっては監査役会の指揮命令を受け、当該使用人の異動等役割変更に

ついては、監査役会の承認を得て行う。

ｈ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、業務遂行に関する重要事項について監査役に報告する。監査役は、監査業務を通じ従

業員から得た重要事項に関し、監査役会において他の監査役に報告し、情報の共有化に努める。

ｉ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役、会計監査人及び業務監査室員は、監査業務において連携を図り、効率のよい監査を実行できるよう

取締役及び使用人は支援する。

 

チ.ＩＲ活動

当社は株主・投資家各位等に対して、透明性・公平性・継続性を基本として、正確で迅速な情報の開示を

行うことを適時開示に係る基本方針とし、決算説明会の開催、アナリストやファンドマネージャーとの面

談、ホームページの活用による情報格差の是正等、積極的にＩＲ活動を行っております。また、ＩＲ活動に

対する基本方針は役員並びに社員に対するガイドラインとすべく、「ディスクロージャー・ポリシー」とし

て制定しております。

リ.リスク管理体制

当社は事故及び災害等不測の事態に備えるための担当組織として生産技術部環境安全グループを設置して

おります。工場には環境安全・品質保証課があり、いかなる事態にも対処できるように組織されておりま

す。それ以外のリスクに関しても、各組織が連携をとり対処できるように体制作りをしております。
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②内部監査及び監査役監査の状況

内部監査は室員１名で構成する業務監査室が担当しております。監査役と連携をとり、社内各組織の業務監査

を行い、その結果をスピーディーに経営会議に反映させるため、活動しております。

監査役は、取締役会及び経営会議への出席、必要に応じて取締役からの業務執行状況の聴取、並びに定期的な

各部門の監査を実施し、経営に対して監視・監査を行っております。また、業務監査室と連携をとり、社内各組

織の業務監査を実施しております。さらに、会計監査人とは監査計画及び監査結果の報告等の他、必要に応じて

随時意見交換を行い、相互の連携を高めております。

なお、常勤監査役相澤朋夫は、当社の経理部に長年にわたり在籍し、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。監査役剱持健は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。

 

③社外取締役及び社外監査役

　イ.社外役員の状況

　 　当社は社外取締役を選任しておりませんが、社外監査役２名を選任しております。社外監査役は常勤監査役

　 と共に取締役会へ出席し、会社の運営及び各取締役からの業務の執行状況を聞き、必要に応じて意見を述べる

  など監視・監督を行っております。

　 　社外監査役谷正之は、弁護士として長年にわたり培ってきた専門知識・経験及び企業法務に関する豊富な見

　 識に基づき、社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断しております。なお、当社と同氏の間に、人

  的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　　 社外監査役剱持健は、公認会計士として培ってきた専門知識・経験及び監査に関する豊富な見識に基づき、

　 社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断しております。なお、当社と同氏の間に、人的関係、資本

  的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　  なお、社外取締役又は社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は定めておりま

  せん。選任にあたっては、東京証券取引所における独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしておりま

  す。

 

　ロ.社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

　　 社外監査役は、取締役会及び監査役会に出席し、経営会議をはじめとする社内の重要会議の内容等について

  報告を受け、かつ、業務執行部門及び会計監査人から適宜報告及び説明を受けて、監査を実施しております。

  当該監査の結果及びそれぞれの社外監査役の客観的な立場からいただいた意見については、内部監査、監査役

  監査及び会計監査においても適切に反映しております。

 

　ハ.社外取締役に代わる社内体制及び当該体制を採用する理由

　　 社外取締役に期待される外部的視点からの取締役の業務執行に対する監視機能については、上記の監査実施

  状況も踏まえ、社外監査役２名により経営に対して客観的・中立的な監視が行われることで十分に確保できる

  と考えられるため、現状の体制を採用しております。

 

④役員報酬

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りです。

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
95 95 － － － 5

監査役

（社外監査役を除く。）
24 24 － － － 2

社外役員 5 5 － － － 3

(注)１．上記の報酬等の額には、平成25年６月26日開催の第155期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名

の在任中の報酬等の額が含まれております。

２．連結子会社の役員を兼職するものについて、連結子会社よりの役員報酬はありません。また、当社は役員の報

酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。
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⑤株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

42銘柄　　3,973百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱村田製作所 171,410 1,194 取引関係の維持

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
533,000 297 同上

㈱ＡＤＥＫＡ 280,000 224 同上

㈱群馬銀行 370,000 209 同上

ライオン㈱ 347,050 179 同上

㈱東邦銀行 486,230 146 同上

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
35,900 135 同上

三菱商事㈱ 67,545 117 同上

㈱オリバー 92,000 115 同上

ミヨシ油脂㈱ 700,000 111 同上

日本パーカライジング㈱ 49,351 81 同上

日本化学産業㈱ 115,000 70 同上

ハリマ化成グループ㈱ 150,000 69 同上

㈱岡三証券グループ 52,000 45 同上

岩谷産業㈱ 100,000 43 同上

㈱トクヤマ 149,000 38 同上

三井物産㈱ 19,241 25 同上

上村工業㈱ 6,403 22 同上

㈱みずほフィナンシャル

グループ
107,000 21 同上

ラサ工業㈱ 136,000 17 同上

日本電気硝子㈱ 18,123 8 同上

大日精化工業㈱ 6,000 2 同上

日本ペイント㈱ 1,899 1 同上

双日㈱ 10,000 1 同上
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みなし保有株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
1,624,000 906 退職給付信託

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
70,000 264 同上

㈱群馬銀行 285,000 161 同上

㈱みずほフィナンシャル

グループ
700,000 139 同上

㈱東邦銀行 385,000 116 同上

(注)貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。
 
当事業年度
特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱村田製作所 171,410 1,668 取引関係の維持

㈱ＡＤＥＫＡ 280,000 333 同上

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
533,000 302 同上

ライオン㈱ 347,050 212 同上

㈱群馬銀行 370,000 207 同上

㈱東邦銀行 486,230 163 同上

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
35,900 158 同上

日本パーカライジング㈱ 49,351 117 同上

㈱オリバー 92,000 111 同上

ミヨシ油脂㈱ 700,000 104 同上

日本化学産業㈱ 115,000 85 同上

ハリマ化成グループ㈱ 150,000 68 同上

岩谷産業㈱ 100,000 67 同上

㈱トクヤマ 149,000 50 同上

㈱岡三証券グループ 52,000 45 同上

上村工業㈱ 6,748 34 同上

三井物産㈱ 19,241 28 同上

㈱みずほフィナンシャル

グループ
107,000 21 同上

ラサ工業㈱ 136,000 19 同上

日本電気硝子㈱ 20,724 11 同上

日本ペイント㈱ 2,750 4 同上

大日精化工業㈱ 6,000 2 同上

双日㈱ 10,000 1 同上
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みなし保有株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
1,624,000 920 退職給付信託

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
70,000 308 同上

㈱群馬銀行 285,000 160 同上

㈱みずほフィナンシャル

グループ
700,000 142 同上

㈱東邦銀行 385,000 129 同上

(注)貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。
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⑥会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数は以下の通りであ

ります。なお、監査業務に係る補助者は、公認会計士４名及びその他９名により構成されております。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

　　指定有限責任社員

　　業務執行社員

 　市村　清
 新日本有限責任監査法人

－

 　井上　秀之 －

(注)１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

２．同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することの

ないよう措置をとっております。

⑦取締役の員数

当社は、取締役を８名以内とする旨を定款に定めております。

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票

によらないものとする旨も定款で定めております。

⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ.自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議

によって市場取引等により自己株式を取得できる旨を定款で定めております。

ロ.中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株

主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配

当をすることができる旨を定款で定めております。

ハ.取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条

第１項の規定により、取締役会の決議によって任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含

む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、免除することがで

きる旨を定款で定めております。

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う

旨を定款で定めております。
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(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 33 － 34 －

連結子会社 － － － －

計 33 － 34 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数、１日あたりの監査報酬額等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
　(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

　　以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

　　いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

　　内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

　(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

　　「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

　　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

　　第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

　　ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握するだけでなく、会計基準等の変更等についても的確に対応できる体制を整備することを目的とし、

公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、必要に応じ経理担当者をセミナーに参加させる等の取組みを行っておりま

す。

 

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

有価証券報告書

36/99



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,582 6,986

受取手形及び売掛金 8,946 8,649

商品及び製品 4,390 3,333

仕掛品 2,234 1,901

原材料及び貯蔵品 2,122 1,863

繰延税金資産 407 712

その他 672 478

貸倒引当金 △18 △15

流動資産合計 22,339 23,909

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※２ 30,026 ※２ 29,769

減価償却累計額 △18,255 △18,874

建物及び構築物（純額） ※２ 11,770 ※２ 10,895

機械装置及び運搬具 2,150 1,610

減価償却累計額 △1,135 △1,102

機械装置及び運搬具（純額） 1,014 507

土地 ※２ 7,940 ※２ 7,906

リース資産 7,009 7,650

減価償却累計額 △1,246 △2,948

リース資産（純額） 5,762 4,701

建設仮勘定 211 239

その他 6,070 6,043

減価償却累計額 △5,303 △5,443

その他（純額） 766 600

有形固定資産合計 27,466 24,851

無形固定資産   

のれん 2,053 1,613

その他 315 302

無形固定資産合計 2,368 1,915

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 3,855 ※１ 4,531

長期貸付金 344 70

繰延税金資産 59 72

退職給付に係る資産 － 163

その他 ※１ 1,630 ※１ 1,430

貸倒引当金 △308 △208

投資その他の資産合計 5,580 6,060

固定資産合計 35,416 32,826

資産合計 57,756 56,736
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,385 3,220

短期借入金 ※２ 7,808 ※２ 9,318

リース債務 659 691

未払法人税等 54 250

未払消費税等 24 332

賞与引当金 224 308

工場跡地整備費用引当金 － 1,053

設備関係未払金 1,012 383

その他 ※２ 3,595 2,657

流動負債合計 17,765 18,216

固定負債   

長期借入金 2,500 ※２ 1,000

リース債務 7,913 7,112

繰延税金負債 1,381 2,107

退職給付引当金 1,040 －

工場跡地整備費用引当金 1,240 －

退職給付に係る負債 － 1,707

その他 ※２ 1,799 ※２ 1,364

固定負債合計 15,875 13,291

負債合計 33,640 31,508

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,757 5,757

資本剰余金 2,269 2,269

利益剰余金 15,553 16,225

自己株式 △349 △350

株主資本合計 23,230 23,902

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 907 1,335

繰延ヘッジ損益 － 4

為替換算調整勘定 △21 6

退職給付に係る調整累計額 － △19

その他の包括利益累計額合計 885 1,325

純資産合計 24,115 25,228

負債純資産合計 57,756 56,736
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 32,693 36,195

売上原価 ※１ 28,613 ※１ 30,131

売上総利益 4,079 6,063

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 5,475 ※２,※３ 5,204

営業利益又は営業損失（△） △1,396 859

営業外収益   

受取利息 10 4

受取配当金 66 69

持分法による投資利益 6 31

貸倒引当金戻入額 － 126

為替差益 82 73

その他 161 157

営業外収益合計 328 462

営業外費用   

支払利息 302 336

休止固定資産減価償却費 29 54

その他 374 107

営業外費用合計 706 498

経常利益又は経常損失（△） △1,775 823

特別利益   

固定資産売却益 － ※４ 379

投資有価証券売却益 － 103

特別利益合計 － 483

特別損失   

減損損失 ※５ 3,069 ※５ 75

固定資産除却損 ※６ 103 ※６ 102

関係会社株式評価損 53 13

工場跡地整備費用 ※７ 1,659 －

関係会社出資金評価損 282 －

特別退職金 278 －

その他 93 －

特別損失合計 5,540 192

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△7,315 1,114

法人税、住民税及び事業税 86 265

法人税等調整額 △414 176

法人税等合計 △327 441

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△6,987 672

少数株主利益 1 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,989 672
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△6,987 672

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 477 427

繰延ヘッジ損益 － 4

持分法適用会社に対する持分相当額 11 27

その他の包括利益合計 ※１ 488 ※１ 459

包括利益 △6,499 1,132

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △6,500 1,132

少数株主に係る包括利益 1 －

 

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

有価証券報告書

40/99



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,757 2,269 22,542 △349 30,219

当期変動額      

当期純損失（△）   △6,989  △6,989

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △6,989 △0 △6,989

当期末残高 5,757 2,269 15,553 △349 23,230

 

        

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 429 － △32 － 397 13 30,630

当期変動額        

当期純損失（△）       △6,989

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

477 － 11 － 488 △13 475

当期変動額合計 477 － 11 － 488 △13 △6,514

当期末残高 907 － △21 － 885 － 24,115
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,757 2,269 15,553 △349 23,230

当期変動額      

当期純利益   672  672

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 672 △0 672

当期末残高 5,757 2,269 16,225 △350 23,902

 

        

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 907 － △21 － 885 － 24,115

当期変動額        

当期純利益       672

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

427 4 27 △19 440 － 440

当期変動額合計 427 4 27 △19 440 － 1,112

当期末残高 1,335 4 6 △19 1,325 － 25,228
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△7,315 1,114

減価償却費 3,601 2,932

のれん償却額 146 440

貸倒引当金の増減額（△は減少） 176 △102

賞与引当金の増減額（△は減少） △75 84

工場跡地整備費用引当金の増減額（△は減少） 1,240 △186

退職給付引当金の増減額（△は減少） △425 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 483

受取利息及び受取配当金 △77 △73

持分法による投資損益（△は益） △6 △31

支払利息 302 336

為替差損益（△は益） △11 △14

有形固定資産売却損益（△は益） － △379

投資有価証券売却損益（△は益） － △103

減損損失 3,069 75

固定資産除却損 103 102

関係会社出資金評価損 282 －

関係会社株式評価損 53 13

売上債権の増減額（△は増加） 337 439

たな卸資産の増減額（△は増加） 643 1,649

仕入債務の増減額（△は減少） △892 △1,165

未払消費税等の増減額（△は減少） △60 324

その他 53 △1,017

小計 1,144 4,920

利息及び配当金の受取額 82 83

利息の支払額 △302 △339

法人税等の支払額 △118 △111

法人税等の還付額 19 34

営業活動によるキャッシュ・フロー 823 4,587

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,106 △1,476

有形固定資産の売却による収入 0 528

無形固定資産の取得による支出 △63 △48

事業譲受による支出 △2,200 －

投資有価証券の取得による支出 △7 △4

投資有価証券の売却による収入 － 131

関係会社株式の取得による支出 △81 －

関係会社株式の売却による収入 10 －

貸付けによる支出 △26 △2

貸付金の回収による収入 36 326

その他 △55 112

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,494 △434
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △236 9

長期借入金の返済による支出 △5,857 －

セール・アンド・リースバックによる収入 8,900 868

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △348 △1,641

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1 △0

少数株主への配当金の支払額 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,454 △763

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,205 3,403

現金及び現金同等物の期首残高 4,762 3,557

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,557 ※１ 6,961
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　子会社のうち東邦顔料工業㈱、㈱日本化学環境センター、㈱ニッカシステム、日本ピュアテック㈱、日本クリア

テック㈱の5社を連結の範囲に含めております。なお、日本クリアテック㈱は平成26年４月１日をもって当社が吸

収合併しております。

　また、子会社のうちJCI USA INC.、日化（成都）電材有限公司（清算手続中）、捷希艾（上海）貿易有限公司は

連結の範囲に含めておりません。

　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれも小規模であり、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）非連結子会社JCI USA INC.及び関連会社のうち関東珪曹硝子㈱、京葉ケミカル㈱、エヌシー・テック㈱の4社

を持分法の適用範囲に含めております。

　　持分法適用外の非連結子会社である日化（成都）電材有限公司、捷希艾（上海）貿易有限公司及び関連会社で

あるシンライ化成㈱、スメーブジャパン㈱、㈱TESニューエナジー、雲南盤橋燐電有限公司はいずれも当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要な影響を及ぼしておりません。

(2）非連結子会社JCI USA INC.の決算日は12月31日であり連結決算日と異なりますが、同社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

②デリバティブ

　時価法によっております。

③たな卸資産

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）に

よっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物及び構築物　　　　　　　　　　２～60年

機械装置及び運搬具　　　　　　　　２～10年

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③工場跡地整備費用引当金

　旧西淀川工場跡地整備に伴い、今後発生が見込まれる土壌対策費用について、合理的に見積もられる金額を

計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨額に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。在外子会社に持分法を適用したことによる換算差額は、純資産の部における為替換算調整勘定に含めて

おります。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は特

例処理を、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　金利スワップ、為替予約

　ヘッジ対象　借入金の利息、外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針

　金利スワップは借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っており、為替予約は為替変動リスクを回避す

る目的で行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている

金利スワップ及び振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理し

ております。
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（会計方針の変更）

 （退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。)を当連結会計年度末より適用し(ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項

本文に掲げられた定めを除く。)、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（ただし、年金

資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産）として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の

差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債に計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しておりま

す。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が163百万円、退職給付に係る負債が1,707百万円計上

されるとともに、その他の包括利益累計額が19百万円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は、0.22円減少しております。
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（未適用の会計基準等）

　　・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

　　・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

 

　　１．概要

　　　　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開

　　　示の拡充等について改正されました。

 

　　２．適用予定日

　　　　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首から適用します。

　　　　なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の連結財務諸表に対しては遡及

　　　適用しません。

 

　　３．当該会計基準等の適用による影響

　　　　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

　　　あります。
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（表示方法の変更）

 （連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「休止固定資産減価償却費」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。また、前連結会計年度におい

て、独立掲記していた「営業外費用」の「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用の総額の100分の10以下となったため、

当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度

の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた276百万円、

「貸倒引当金繰入額」に表示していた127百万円は、「休止固定資産減価償却費」29百万円、「その他」374百万円と

して組み替えております。

 

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

有価証券報告書

49/99



（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

投資有価証券（株式） 491百万円 536百万円

その他の投資その他の資産（出資金） 625 625

 

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

建物及び構築物
 

1,183百万円
 

 
8,319百万円

 
土地

 
106

 

 
3,275

 
計

 
1,289

 

 
11,594

 
 

担保付債務は、次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

短期借入金
 

68百万円
 

 
9,288百万円

 
その他の流動負債

 
121

 

 
－

 
長期借入金

 
－

 

 
1,000

 
その他の固定負債

 
465

 

 
465

 
計

 
655

 

 
10,753
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（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日

　　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

622百万円 489百万円

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

運送費及び保管費 899百万円 972百万円

給料 729 601

賞与 112 80

賞与引当金繰入額 50 68

退職給付費用 187 133

福利厚生費 270 238

のれん償却額 146 440

研究開発費 1,669 1,338

 

※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次の通りであります。

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日

　　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

1,669百万円 1,338百万円

 

※４．固定資産売却益の内容は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

機械装置及び運搬具 －百万円 1百万円

土地 － 378

計 － 379

 

※５．減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　前連結会計年度　（自　平成24年４月1日　至　平成25年３月31日）

場所 用途 種類

　福島第一工場

　福島県郡山市
　事業用資産

　建物及び構築物、機械装置及び運搬具、リース資産等、

　その他の有形固定資産、その他の無形固定資産

　福島第二工場

　福島県田村郡三春町
　事業用資産

　建物及び構築物、機械装置及び運搬具、リース資産等、

　その他の有形固定資産、その他の無形固定資産

　愛知工場

　愛知県知多郡武豊町
　処分予定資産 　建物及び構築物、機械装置及び運搬具、リース資産等

　徳山工場

　山口県周南市
　処分予定資産

　建物及び構築物、機械装置及び運搬具、リース資産等、

　その他の有形固定資産

 

　当社グループは、原則として、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位によって資産のグルーピングを行っており、重要な処分予定資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。
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　前連結会計年度において、収益性の低下した事業用資産及び事業の廃止を決定した処分予定資産について、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、減損損失（3,069百万円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び

構築物1,210百万円、リース資産等1,649百万円、その他209百万円であります。

　なお、事業用資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを５％で割り引いて算

出しております。また、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、他への転用や売却

が困難であることから、備忘価額により評価しております。

 

　当連結会計年度　（自　平成25年４月1日　至　平成26年３月31日）

場所 用途 種類

　徳山工場

　山口県周南市
　処分予定資産 　建物及び構築物、リース資産等

 

　当社グループは、原則として、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位によって資産のグルーピングを行っており、重要な処分予定資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、事業の廃止を決定した処分予定資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減

損損失（75百万円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物33百万円、リース資産等41百

万円であります。

　なお、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、他への転用や売却が困難であるこ

とから、備忘価額により評価しております。

 

※６．固定資産除却損の内容は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物及び構築物 24百万円 11百万円

機械装置及び運搬具 3 0

リース資産等 13 24

その他の有形固定資産 4 3

解体撤去費用等 56 62

計 103 102

 

※７．工場跡地整備費用

　前連結会計年度　（自　平成24年４月1日　至　平成25年３月31日）

　旧西淀川工場跡地整備に係る土壌対策費用等であり、そのうち、工場跡地整備費用引当金繰入額は1,240百万円であ

ります。
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（連結包括利益計算書関係）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 654百万円 760百万円

組替調整額 23 △103

税効果調整前 677 656

税効果額 △200 △228

その他有価証券評価差額金 477 427

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 － 6

税効果額 － △2

繰延ヘッジ損益 － 4

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 11 27

その他の包括利益合計 488 459
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（連結株主資本等変動計算書関係）

　　　前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 89,227,755 － － 89,227,755

合計 89,227,755 － － 89,227,755

自己株式     

普通株式　（注） 1,247,891 1,929 － 1,249,820

合計 1,247,891 1,929 － 1,249,820

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,929株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

　　　当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 89,227,755 － － 89,227,755

合計 89,227,755 － － 89,227,755

自己株式     

普通株式　（注） 1,249,820 3,580 － 1,253,400

合計 1,249,820 3,580 － 1,253,400

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加3,580株は、単元未満株式の買取による増加であります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 3,582百万円 6,986百万円

預入期間３ヶ月を超える定期預金 △25 △25

現金及び現金同等物 3,557 6,961
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（リース取引関係）

 　１．ファイナンス・リース取引

  (1）所有権移転ファイナンス・リース取引

　　① リース資産の内容

　　有形固定資産

　　化学品事業及び機能品事業における製造設備（機械装置及び運搬具）であります。

　　② リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償

　却資産の減価償却の方法　③リース資産」に記載の通りであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による

方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行ってお

りません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取

引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、定期的に各担当執行役員へ報告

され、個別に把握及び対応を行う体制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業

の株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）及びファイナンス・

リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。

　デリバティブ取引は長期借入金の金利変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引、外貨

建金銭債務及び外貨建予定取引の為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引であります。

　また、営業債務、借入金及びリース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社

が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参照）。

 

　　　　　前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 3,582 3,582 －

(2）受取手形及び売掛金 8,946 8,946 －

(3）投資有価証券 3,210 3,210 －

　資産計 15,739 15,739 －

(4）支払手形及び買掛金 4,385 4,385 －

(5）短期借入金 7,808 7,808 －

(6）長期借入金 2,500 2,525 25

(7) リース債務（*） 8,573 8,573 －

　負債計 23,267 23,293 25

(8)デリバティブ取引 － － －

（*）流動負債のリース債務と固定負債のリース債務の合計額を表示しております。
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　　　　　当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 6,986 6,986 －

(2）受取手形及び売掛金 8,649 8,649 －

(3）投資有価証券 3,841 3,841 －

　資産計 19,477 19,477 －

(4）支払手形及び買掛金 3,220 3,220 －

(5）短期借入金 7,818 7,818 －

(6）長期借入金（*1） 2,500 2,506 6

(7) リース債務（*2） 7,803 7,808 4

　負債計 21,343 21,354 11

(8)デリバティブ取引（*3） 6 6 －

（*1）1年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

（*2）流動負債のリース債務と固定負債のリース債務の合計額を表示しております。

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

（注）１. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、注記事項（有価証券関係）をご参照下さい。

(4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(6）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており

（下記(8)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(7）リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規のリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

(8）デリバティブ取引

　　注記事項（デリバティブ取引関係）をご参照下さい。

 

　　　２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

非上場株式 645 689

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めておりません。

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

有価証券報告書

58/99



３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 

　　　 　 前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

現金及び預金 3,557

受取手形及び売掛金 8,946

合計 12,504

 

　　　 　 当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

現金及び預金 6,975

受取手形及び売掛金 8,649

合計 15,624

 

４. 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,808 － － － － －

長期借入金 － 1,500 － 1,000 － －

リース債務 659 655 651 651 325 －

合計 8,467 2,155 651 1,651 325 －

（注）リース債務の返済予定額には残価保証額（5,629百万円）は含めておりません。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,818 － － － － －

長期借入金 1,500 － 1,000 － － －

リース債務 691 690 692 347 0 －

合計 10,009 690 1,692 347 0 －

（注）リース債務の返済予定額には残価保証額（5,382百万円）は含めておりません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

　 株式 2,849 1,405 1,444

小計 2,849 1,405 1,444

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

　 株式 360 398 △38

小計 360 398 △38

合計 3,210 1,804 1,405

(注)非上場株式（連結貸借対照表計上額　154百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

　 株式 3,725 1,648 2,076

小計 3,725 1,648 2,076

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

　 株式 116 133 △17

小計 116 133 △17

合計 3,841 1,781 2,059

(注)非上場株式（連結貸借対照表計上額　153百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

　　前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

　　当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 131 103 －

合計 131 103 －
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（デリバティブ取引関係）

   １．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

   (1)通貨関連

 前連結会計年度（平成25年３月31日）

 該当事項はありません。

 

 当連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ対

象
契約額等
（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金 971 － 6

　　　　(注)時価の算定方法

　　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

 (2)金利関連

 

前連結会計年度（平成25年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引     

変動受取・固定支
払

長期借入金 2,500 2,500 （注）

(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引     

変動受取・固定支
払

長期借入金 2,500 1,000 （注）

(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、退職一時金制度と確定給付企業年金制度を併用しております。また、従業員の退職等に際して割

増退職金を支払う場合があります。なお、当社は退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務（百万円） △9,158

(2）年金資産（百万円） 7,296

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △1,862

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 897

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △75

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円) △1,040

(7）退職給付引当金(6）（百万円） △1,040

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用（百万円） 337

(2）利息費用（百万円） 181

(3）期待運用収益（百万円） △96

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 388

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △2

(6）割増退職金（百万円） 282

(7）退職給付費用(1）＋(2）＋(3）＋(4）＋(5）＋(6）（百万円） 1,091

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

(2）割引率

2.0％

(3）期待運用収益率

2.0％

(4）過去勤務債務の額の処理年数

　10年（発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しておりま

す。）

(5）数理計算上の差異の処理年数

　10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。）
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、退職給付制度として、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を採用しておりま

す。一部の連結子会社は、中小企業退職金共済制度に加入しております。また、従業員の退職等に際して割増退職金

を支払う場合があります。なお、当社は退職一時金制度に対して退職給付信託を設定しております。

　一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており

ます。

 

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を含みます。）

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 9,158百万円

勤務費用 304 

利息費用 176 

数理計算上の差異の発生額 △94 

退職給付の支払額 △441 

退職給付債務の期末残高 9,103 

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 7,296百万円

期待運用収益 110 

数理計算上の差異の発生額 471 

事業主からの拠出額 86 

退職給付の支払額 △403 

年金資産の期末残高 7,560 

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

積立型制度の退職給付債務 8,870百万円

年金資産 △7,560 

 1,310 

非積立型制度の退職給付債務 233 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,543 

   

退職給付に係る負債 1,707 

退職給付に係る資産 △163 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,543 

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 304百万円

利息費用 176 

期待運用収益 △110 

数理計算上の差異の費用処理額 240 

過去勤務費用の費用処理額 △2 

確定給付制度に係る退職給付費用 608 

 

(5）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次の通りであります。

未認識過去勤務費用 △72百万円

未認識数理計算上の差異 92 

合　計 19 
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(6）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の通りであります。

債券 33％  

株式 63  

現金及び預金 1  

その他 3  

合　計 100  

　（注）年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が22％含まれております。

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(7）数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　　　　　　　2.0％

長期期待運用収益率　2.0％
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付に係る負債 －百万円  1,280百万円

退職給付引当金 1,148  －

減損損失 1,113  977

工場跡地整備費用 548  484

棚卸資産評価損 269  173

賞与引当金 80  106

関係会社出資金評価損 107  100

貸倒引当金 117  64

その他 595  511

繰延税金資産小計 3,980  3,700

評価性引当額 △2,571  △2,519

繰延税金資産合計 1,409  1,180

繰延税金負債との相殺 △942  △395

繰延税金資産の純額 466  785

    

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 1,578  1,578

退職給付信託設定益 244  193

その他有価証券評価差額金 495  724

その他 5  7

繰延税金負債合計 2,324  2,502

繰延税金資産との相殺 △942  △395

繰延税金負債の純額 1,381  2,107

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

 　当連結会計年度は、税金等調整

前当期純損失を計上しているた

め、記載しておりません。  

　当連結会計年度は、法定実効税

率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異が法定実効

税率の100分の5以下であるため注

記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる

一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

　この税率変更により、繰延税金資産（流動）の金額（繰延税金負債（流動）の金額を控除した金額）は47百万円

減少し、繰延税金負債（固定）の金額（繰延税金資産（固定）の金額を控除した金額）は25百万円増加し、法人税

等調整額は73百万円増加しております。
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（資産除去債務関係）

　　１．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1）当該資産除去債務の概要

工場建物に係る石綿障害予防規則及び廃棄物処理法に基づくアスベストの除去費用等であります。

(2）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から２年～38年と見積り、割引率は0.1％～2.3％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

(3）当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

期首残高 204百万円 170百万円

時の経過による調整額 0 0

資産除去債務の履行による減少額 △34 －

期末残高 170 171
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（賃貸等不動産関係）

当社グループでは、福島県郡山市その他の地域において、賃貸用の店舗（土地を含む。）を有しております。

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は316百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売

上原価に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は319百万円（賃貸収益

は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次の通りであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 1,890 1,811

 期中増減額 △78 △120

 期末残高 1,811 1,690

期末時価 6,017 5,414

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却費（119百万円）であります。当連結会計年度の

主な減少額は減価償却費（116百万円）であります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行っ

たものを含む。）であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているもののうち、経済的特徴等が概ね

類似している事業セグメントを集約したものであります。

当社グループは、機能別に本部を設置し全社的な視点に立った事業活動を展開しております。その中で当社

は、製品・サービス別の事業セグメントから得られる情報を全社的な意思決定の基礎として位置付けておりま

す。

「化学品事業」はリン製品、クロム製品、シリカ製品等の化学品の製造・販売を行っております。「機能品事

業」は電池材料、回路材料、電子セラミック材料等の電子材料関連製品及びホスフィン誘導体、医薬中間体、農

薬等の化学品の製造・販売を行っております。「賃貸事業」は不動産の賃貸、管理を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益又は損失の額は、営業利益又は営業損失の数値であ

り、セグメント間の内部収益及び振替高は、主に市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

連結財務
諸表計上額
（注）3 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 16,163 11,563 512 28,239 4,453 32,693 － 32,693

セグメント間の内部売上高

又は振替高
23 － 27 50 217 267 △267 －

計 16,186 11,563 540 28,290 4,670 32,960 △267 32,693

セグメント利益又は損失（△） △305 △1,630 318 △1,617 201 △1,416 19 △1,396

セグメント資産 25,782 20,598 1,952 48,333 3,401 51,735 6,020 57,756

その他の項目         

減価償却費 1,516 1,861 124 3,502 99 3,601 － 3,601

のれんの償却額 146 － － 146 － 146 － 146

減損損失 900 2,168 － 3,069 － 3,069 － 3,069

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
3,293 512 23 3,829 110 3,939 － 3,939

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調関連事業及び書店事業等を含

んでおります。

２．調整額は、以下の通りであります。

　(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額19百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

　(2)セグメント資産の調整額6,020百万円は、セグメント間取引消去△295百万円及び各報告セグメントに配分し

ていない全社資産6,316百万円が含まれております。全社資産の主なものは当社の余資運用資金（現金）、長

期投資資金（投資有価証券）であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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　　当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

連結財務
諸表計上額
（注）3 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 17,918 13,446 509 31,874 4,320 36,195 － 36,195

セグメント間の内部売上高

又は振替高
27 － 27 55 216 271 △271 －

計 17,945 13,446 537 31,930 4,536 36,467 △271 36,195

セグメント利益又は損失（△） 563 △338 324 549 285 834 25 859

セグメント資産 22,706 18,515 1,793 43,014 3,628 46,643 10,093 56,736

その他の項目         

減価償却費 1,240 1,482 121 2,844 87 2,932 － 2,932

のれんの償却額 440 － － 440 － 440 － 440

減損損失 75 － － 75 － 75 － 75

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
462 315 14 791 103 895 － 895

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調関連事業及び書店事業等を含

んでおります。

２．調整額は、以下の通りであります。

　(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額25百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

　(2)セグメント資産の調整額10,093百万円は、セグメント間取引消去△394百万円及び各報告セグメントに配分し

ていない全社資産10,487百万円が含まれております。全社資産の主なものは当社の余資運用資金（現金）、

長期投資資金（投資有価証券）であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

　 前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 アジア 欧米他 合計

29,205 2,755 732 32,693

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

小西安株式会社 5,933 化学品事業、機能品事業及びその他

 

　 当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 アジア 欧米他 合計

31,019 4,089 1,085 36,195

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

小西安株式会社 6,183 化学品事業、機能品事業及びその他
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

     （単位：百万円）

 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 900 2,168 － － － 3,069

 

　　当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

     （単位：百万円）

 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 75 － － － － 75

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

     （単位：百万円）

 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 146 － － － － 146

当期末残高 2,053 － － － － 2,053

 

　　当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

     （単位：百万円）

 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 440 － － － － 440

当期末残高 1,613 － － － － 1,613

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

有価証券報告書

71/99



【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 274.11円 286.77円

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
△79.44円 7.65円

(注) １．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（百万円）
△6,989 672

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（百万円）
△6,989 672

期中平均株式数（千株） 87,979 87,976
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（重要な後発事象）

　当社は、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に起因した損害の賠償のうち、電子材料関連製品の逸失利

益等について、原子力損害賠償紛争解決センターの仲介により、平成26年６月３日に同社との和解が成立いたしま

した。

　これにより、平成27年３月期において和解金313百万円を、特別利益に計上する予定であります。
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⑤【連結付属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,808 7,818 1.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 1,500 2.1 －

１年以内に返済予定のリース債務 659 691 1.9 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,500 1,000 1.5 平成28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,913 7,112 1.9 平成27年～30年

その他有利子負債

取引積立金（その他の流動負債）
1,813 1,755 1.3 －

建設協力金（その他の流動負債・固定負債） 121 － 1.0 －

合計 20,816 19,877 － －

(注)１．平均利率については、期末借入金残高等に対する加重平均利率を記載しております。

 　２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は、以下

　　　　の通りであります。なお、リース債務の返済予定額には残価保証額（5,382百万円）は含めておりません。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 － 1,000 － －

リース債務 690 692 347 0

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により

記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 8,955 18,046 27,441 36,195

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
247 99 593 1,114

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
162 91 436 672

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
1.85 1.04 4.96 7.65

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

1.85 △0.81 3.93 2.69
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,575 5,820

受取手形 ※２ 218 ※２ 204

売掛金 ※２ 7,493 ※２ 7,217

商品及び製品 3,988 2,940

仕掛品 2,088 1,803

原材料及び貯蔵品 2,021 1,752

前渡金 20 ※２ 22

前払費用 221 172

繰延税金資産 388 693

短期貸付金 ※２ 401 ※２ 265

未収入金 ※２ 266 ※２ 203

未収消費税等 18 －

その他 0 8

貸倒引当金 △10 △10

流動資産合計 19,694 21,094

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 9,484 ※１ 8,811

構築物 2,194 1,985

機械及び装置 984 489

車両運搬具 22 19

工具、器具及び備品 638 472

土地 ※１ 8,005 ※１ 7,971

リース資産 5,754 4,695

建設仮勘定 218 243

有形固定資産合計 27,302 24,689

無形固定資産   

のれん 2,053 1,613

特許権 1 0

ソフトウエア 99 80

その他 188 183

無形固定資産合計 2,343 1,878

投資その他の資産   

投資有価証券 3,336 3,973

関係会社株式 392 378

関係会社出資金 625 625

長期貸付金 ※２ 343 ※２ 69

破産更生債権等 202 204

長期前払費用 253 178

その他 432 331

貸倒引当金 △303 △202

投資その他の資産合計 5,283 5,559

固定資産合計 34,929 32,127

資産合計 54,623 53,222
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※２ 3,643 ※２ 2,570

短期借入金 ※２ 7,810 ※１,※２ 9,410

リース債務 654 687

未払金 ※２ 867 ※２ 71

未払費用 ※２ 166 ※２ 89

未払法人税等 12 149

未払消費税等 － 324

預り金 ※１ 1,985 1,897

前受収益 463 372

賞与引当金 192 275

工場跡地整備費用引当金 － 1,053

設備関係未払金 973 370

その他 ※２ 9 ※２ 17

流動負債合計 16,779 17,290

固定負債   

長期借入金 2,500 ※１ 1,000

リース債務 7,910 7,109

繰延税金負債 1,390 2,117

退職給付引当金 863 1,332

工場跡地整備費用引当金 1,240 －

資産除去債務 170 171

長期未払金 139 104

長期預り金 ※１ 561 ※１ 546

長期前受収益 924 538

固定負債合計 15,700 12,919

負債合計 32,480 30,210

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,757 5,757

資本剰余金   

資本準備金 2,267 2,267

その他資本剰余金 2 2

資本剰余金合計 2,269 2,269

利益剰余金   

利益準備金 937 937

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 2,855 2,855

別途積立金 12,000 9,000

繰越利益剰余金 △2,231 1,208

利益剰余金合計 13,560 14,000

自己株式 △349 △350

株主資本合計 21,237 21,677

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 905 1,330

繰延ヘッジ損益 － 4

評価・換算差額等合計 905 1,334

純資産合計 22,143 23,011

負債純資産合計 54,623 53,222
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 ※１ 27,764 ※１ 31,342

売上原価 ※１ 24,734 ※１ 26,456

売上総利益 3,030 4,885

販売費及び一般管理費 ※２ 4,694 ※２ 4,386

営業利益又は営業損失（△） △1,664 498

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 144 ※１ 127

貸倒引当金戻入額 － 126

為替差益 82 77

その他 ※１ 164 ※１ 163

営業外収益合計 391 494

営業外費用   

支払利息 ※１ 301 ※１ 336

休止固定資産減価償却費 29 54

その他 ※１ 367 ※１ 108

営業外費用合計 699 499

経常利益又は経常損失（△） △1,971 493

特別利益   

固定資産売却益 － 378

投資有価証券売却益 － 100

特別利益合計 － 478

特別損失   

減損損失 3,069 75

固定資産除却損 100 91

関係会社株式評価損 53 13

工場跡地整備費用 1,659 －

関係会社出資金評価損 282 －

特別退職金 278 －

その他 93 －

特別損失合計 5,537 180

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △7,509 791

法人税、住民税及び事業税 15 162

法人税等調整額 △392 189

法人税等合計 △377 351

当期純利益又は当期純損失（△） △7,132 439
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

 
固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 5,757 2,267 2 937 6,000 14,000 △244 △349 28,370

当期変動額          

固定資産圧縮積立金の
取崩

    △3,145  3,145  －

別途積立金の取崩      △2,000 2,000  －

当期純損失（△）       △7,132  △7,132

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － △3,145 △2,000 △1,986 △0 △7,132

当期末残高 5,757 2,267 2 937 2,855 12,000 △2,231 △349 21,237

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 432 － 432 28,803

当期変動額     

固定資産圧縮積立金の
取崩

   －

別途積立金の取崩    －

当期純損失（△）    △7,132

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

472 － 472 472

当期変動額合計 472 － 472 △6,660

当期末残高 905 － 905 22,143
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当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

 
固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 5,757 2,267 2 937 2,855 12,000 △2,231 △349 21,237

当期変動額          

固定資産圧縮積立金の
取崩

        －

別途積立金の取崩      △3,000 3,000  －

当期純利益       439  439

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － △3,000 3,439 △0 439

当期末残高 5,757 2,267 2 937 2,855 9,000 1,208 △350 21,677

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 905 － 905 22,143

当期変動額     

固定資産圧縮積立金の
取崩

   －

別途積立金の取崩    －

当期純利益    439

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

424 4 429 429

当期変動額合計 424 4 429 868

当期末残高 1,330 4 1,334 23,011

 

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

有価証券報告書

81/99



【注記事項】

（重要な会計方針）

 １．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

　時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

　　時価法によっております。

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっており

　ます。

 

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次の通りであります。

　建物　　　　　　　　　　　　　　　２～50年

　機械及び装置　　　　　　　　　　　２～10年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

(3）リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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(4）工場跡地整備費用引当金

　旧西淀川工場跡地整備に伴い、今後発生が見込まれる土壌対策費用について、合理的に見積もられる金額を計

上しております。

 

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は特例

処理を、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段 金利スワップ、為替予約

　ヘッジ対象 借入金の利息、外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

(3）ヘッジ方針

　金利スワップは借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っており、為替予約は為替変動リスクを回避する

目的で行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利

スワップ及び振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しており

ます。
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（表示方法の変更）

　 　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表

　 等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　 　また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

　 変更しております。

 

　 　以下の事項について、記載を省略しております。

    ・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略して

    おります。

    ・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略し

    ております。

    ・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

    す。

    ・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略し

    ております。

    ・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、記載を省略しており

    ます。

    ・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切り下げに関する注記については、同条第３項によ

    り、記載を省略しております。

    ・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

    ・財務諸表等規則第95の３の２に定める減損損失に関する注記については、同条第２項により、記載を省略して

    おります。

    ・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

    り、記載を省略しております。

    ・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、

    同条第４項により、記載を省略しております。

    ・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しており

    ます。

    ・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略して

    おります。
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（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次の通りであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

建物
 

1,166百万円
 

 
8,255百万円

 
土地

 
77

 

 
3,247

 
計

 
1,243

 

 
11,502

 
 

担保付債務は、次の通りであります。

 
 前事業年度

（平成25年３月31日）
 当事業年度

（平成26年３月31日）

短期借入金
 

－百万円
 

 
9,210百万円

 
預り金

 
121

 

 
－

 
長期借入金

 
－

 

 
1,000

 
長期預り金

 
465

 

 
465

 
計

 
586

 

 
10,675

 
 

※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次の通りであります。

 
 前事業年度

（平成25年３月31日）
 当事業年度

（平成26年３月31日）

　短期金銭債権 912百万円 723百万円

　長期金銭債権

　短期金銭債務

159

463

45

608

 

　３．保証債務

　　 他の会社の金融機関からの借入に対し、保証を行っております。

 
 前事業年度

（平成25年３月31日）
 当事業年度

（平成26年３月31日）

　東邦顔料工業㈱ 68百万円 78百万円

　㈱ニッカシステム 30 30

計 98 108
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（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高は、次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前事業年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　平成24年４月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成25年３月31日）

　　当事業年度
　　（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

営業取引の取引高

　売上高

　仕入高

営業取引以外の取引による取引高

 

 

 1,284百万円

 2,891

   188

  

 1,324百万円

 3,358

   144

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度19％、当事業年度21％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度81％、当事業年度79％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
　前事業年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当事業年度
（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

運送費及び保管費 857百万円 932百万円

給料 455 334

賞与 61 50

賞与引当金繰入額 27 42

退職給付費用 169 119

福利厚生費 198 162

減価償却費 94 81

のれん償却額 146 440

研究開発費 1,728 1,337

 

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

有価証券報告書

86/99



（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式121百万円、関連会社株式257百万

円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式121百万円、関連会社株式271百万円）は、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 1,103百万円  1,226百万円

減損損失 1,113  977

工場跡地整備費用 548  484

棚卸資産評価損 269  173

関係会社出資金評価損 107  100

賞与引当金 73  97

貸倒引当金 117  63

その他 511  445

繰延税金資産小計 3,844  3,569

評価性引当額 △2,524  △2,490

繰延税金資産合計 1,320  1,079

繰延税金負債との相殺 △932  △385

繰延税金資産の純額 388  693

    

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 1,578  1,578

退職給付信託設定益 244  193

その他有価証券評価差額金 494  724

その他 5  7

繰延税金負債合計 2,323  2,502

繰延税金資産との相殺 △932  △385

繰延税金負債の純額 1,390  2,117

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率 　当事業年度は、税引前当期純損

失を計上しているため、記載して

おりません。

 38.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
 1.7

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

 
 △4.5

住民税均等割   2.7

試験研究費税額控除   △4.0

税率変更による期末繰延税金資産の

減額修正

 
 9.2

その他   1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率   44.4％

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については従来の38.0％から35.6％になります。

　この税率変更により、繰延税金資産（流動）の金額（繰延税金負債（流動）の金額を控除した金額）は46百万円

減少し、繰延税金負債（固定）の金額（繰延税金資産（固定）の金額を控除した金額）は25百万円増加し、法人税

等調整額は72百万円増加しております。
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（重要な後発事象）

　当社は、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に起因した損害の賠償のうち、電子材料関連製品の逸失利

益等について、原子力損害賠償紛争解決センターの仲介により、平成26年６月３日に同社との和解が成立いたしま

した。

　これにより、平成27年３月期において和解金313百万円を、特別利益に計上する予定であります。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定

資産
建物 9,484 61

132

(28)
602 8,811 12,962

 構築物 2,194 20
8

(5)
220 1,985 5,270

 機械及び装置 984 548 869 174 489 327

 車両運搬具 22 7 0 9 19 193

 工具、器具及び備品 638 118 2 281 472 4,458

 土地 8,005 － 33 － 7,971 －

 リース資産 5,754 868
99

(46)
1,828 4,695 2,925

 建設仮勘定 218 836 811 － 243 －

 計 27,302 2,462
1,957

(80)
3,118 24,689 26,138

無形固定

資産
のれん 2,053 － － 440 1,613 586

 特許権 1 － － 0 0 1

 ソフトウエア 99 31 － 50 80 241

 その他 188 － － 4 183 126

 計 2,343 31 － 495 1,878 956

(注) １．「当期増加額」のうち主なものは、次の通りであります。

　　　　　　 リース資産：セール・アンド・リースバック取引による機械及び装置の取得　　　 868百万円

　　 ２．「当期減少額」のうち主なものは、次の通りであります。

　　　　　 機械及び装置：セール・アンド・リースバック取引による機械及び装置の売却　　　 868百万円

    ３．「当期減少額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 313 35 136 212

賞与引当金 192 275 192 275

工場跡地整備費用引当金 1,240 － 186 1,053
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　　　　　 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（３）【その他】

　 該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取及び買増  

取扱場所

（特別口座）

東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ────────────

買取及び買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行います。

株主に対する特典 該当事項はありません。

 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

（1）会社法189条２項各号に掲げる権利

（2）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（3）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

（4）単元未満株式の買増しをすることができる権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度(第155期)(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)平成25年６月26日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　平成25年６月26日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

　(第156期第１四半期)(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)平成25年８月９日関東財務局長に提出

　(第156期第２四半期)(自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日)平成25年11月14日関東財務局長に提出

　(第156期第３四半期)(自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日)平成26年２月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成25年６月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成26年６月26日

日本化学工業株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 市村　清　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　秀之　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本化学工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

化学工業株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本化学工業株式会社の平成

26年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、日本化学工業株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成26年６月26日

日本化学工業株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 市村　清　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　秀之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本化学工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第156期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本化学

工業株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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